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平成２１年１１月２７日

自治労全北海道庁労働組合

自治労全道庁関連労働組合

中央執行委員長出村良平様

北海道知事高橋はるみ

非常勤職員に係る見直しについて

このことについて、次のとおり協議いたします。

記

１見直し理由

現在、道においては、多様化・高度化する行政ニーズに対応するため、事務の種類や性質に応

じて、多様な任用形態の非常勤職員を任用しています。

非常勤職員の任用や勤務条件等については、地方公務員法など関係法令等を踏まえることを基

本に取り扱ってきておりますが、本年、総務省における研究会において、地方自治体における非

常勤職員の任用や勤務条件等について、任用根拠や勤務条件等が充分に明示されていない事例や

、

任期の更新という形で複数年にわたって任用されている事例などの課題等について報告がなされ

それを受けて総務省は各都道府県に対し、非常勤職員の任用等に係る取扱いの検証と必要な対応

を求める通知が出されたところです。

地方自治体における非常勤職員の任用等に関しては、雇用情勢が厳しさを増すなか、社会的に

も関心が高まってきており、道においても、総務省通知を踏まえ、非常勤職員の任用や勤務条件

、、、。

等について制度的な整理を行い適正な運用を図っていくため所要の見直しを行うものです

２見直し内容

非常勤職員に係る任用及び勤務条件等について、平成２１年４月２４日付け総務省通知を基本

とした取扱いとするよう、次のとおり見直しを行います。

(1)任用関係e

�@任用基準等の明確化について

非常勤職員の任用に当たっては、任用しようとする職の業務量や業務の継続性及び、その

職の職務遂行に必要な能力などについて十分な検証を行い、適当と認められる場合に限り、

任用することとし、任用基準等を明示する。

�A任用更新の制限等について

任期満了後の任用更新に当たっては、その職の必要性や勤務状況等を十分に勘案の上、決

定するものとし、広く道民の方々の雇用機会を拡大することなどの観点から、特別に必要と

認められる場合を除き、更新回数に一定の制限を設ける。

(2)報酬等�

常勤職員等との業務内容や職責等の均衡を踏まえ、一般職非常勤に係る報酬の改定時期のあり

方と特別職非常勤に係る費用弁償のあり方について協議する。

(3)その他勤務条件等ﾝ

関係法令等を踏まえた措置のあり方について協議する。

３見直しの時期

平成２２年度の任用に係るものからとします。

（総務部職員監室）
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【※道当局の全道庁への提案文書です】











２０１０年度 NO．４


2009年１２月２１日





　11月27日、道当局は、「非常勤職員に係る見直しについて」（左下の文書）を提案してきました。


今回の「見直し」は、４月２４日に出された総務省通知が根拠になっており、通知の内容からすると一般職非常勤職員の仲間達の「雇い止め」にまでおよぶ中味になっています。


２年間に渡る現業職場の民間委託の際に、同じように「配置換え」になり、今日まで慣れない仕事で苦労をしてきたにも拘わらず、今さら「雇い止め」など絶対に許せません。配置換えになった方の中には、職場と仕事になじめず退職した方もいます。


この間、一般職非常勤職員の雇用の問題については、全道庁のたたかいの中で「６５歳までの雇用を確認」しています。それにも拘わらず「弱い立場」の非常勤の仲間への追い打ちをかけるやり方は、人間として許すことが出来ません。自分に影響があるとか無いとかの問題ではないと考えますが、しかし、ここで非常勤の「雇い止め」を許すようなことになれば、次は間違いなく定数内職員の首切りということがでてきます。その意味でも一人ひとりが「自分の問題」と受け止めることが必要です。


１７日には本部拡闘メンバーでの職員監交渉がありました。交渉冒頭での「６５歳までの雇用が約束されなければ…」という出村委員長の強い決意を聞いて、大きな勇気をもらいました。


また、１８日には非常勤連絡会議による職員監交渉があり、４名が参加しています。自分達の問題なので自分達が積極的に行動するのは当たり前だと思いますが、本人達の頑張りを全体で支え、今回のこの「見直し」提案は絶対に撤回させましょう。
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総務省通知の考え方


（平成21年4月24日）


１　一般職非常勤職員任用の留意点


　・一般職非常勤職員については、任期を限った任用を繰り返すことで事実上任期の定めのない常勤職員と同様の勤務形態を適用させるようなことは、避けるべきである。また、地公法第17条による採用は、競争試験又は選考によることとされており、客観的な能力実証を担保する仕組みが必要不可欠であることにも留意すべきである。


２　任期について


　・原則1年以内であると考えられる。なお、この場合であっても、成績主義や平等主義の原則の下、客観的な能力の実証を経て再度任用されることはありうるものである。（しかし）手続きなく「更新」がなされたり、長期に渡って継続して勤務できるといった誤解を招かないよう、採用の段階で明確に示すべきである。
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